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金融商品取引法等の一部改正等に伴う、協会規則等の一部改正に対する 

パブリック・コメントの結果について 
 

（社）投資信託協会 
No ご意見 当協会の考え方 
投資信託等の運用に関する規則（第 2条第 3項） 

１ 

「～外国投資信託の受益証券をいう。振

替投資信託～」は、5行目の表現にあわ
せ「～外国投資信託の受益証券をいい、

振替投資口～」か、逆に 5行目を２行目
に合わせ修正する。 

ご意見を踏まえ、規定を修正いたします。

 

２ 
「振替投資口を含む。）」を「振替投資口

を含む。以下同じ。）に修正する。 
当該規定以降「振替投資口を含む。」を準

用する規定がないことから、ご意見のよう

な修正は適当でないと思われます。 

3 
5行目の「投資信託（当該投資信託委
託業者」を「投資信託（当該投資信託の

委託者」に修正する。 

ご意見を踏まえ、規定を修正いたします。

 

4 

最終行の「投資信託証券」を「受益証

券」に修正する。親投資信託は「投資信

託」であるため、投資証券を含む投資信

託証券よりも受益証券を使用すべきと

考えます。 

ご意見を踏まえ、規定を修正いたします。

 

投資信託等の運用に関する規則（第 12条第 1項第 1号） 

5 
2行目の「外国投資信託受益証券」を
「外国投資信託の受益証券」に修正す

る。 

ご意見を踏まえ、規定を修正いたします。

 

投資信託等の運用に関する規則（第 12条第 1項第 3号） 

6 

「証券投資信託以外の投資信託」を

「証券投資信託等以外の投資信託」に、

「証券投資法人以外の投資法人」を「証

券投資法人等以外の投資法人」に修正す

る。 
また、第 30 条には「証券投資法人等

以外の投資法人」が定義付けられていま

せんので、「第 30条に規定する証券投資
法人以外の投資法人」を「有価証券及び

不動産以外の資産を主たる投資対象と

する投資法人」に又は第 30 条中の「有
価証券及び不動産以外の資産を主たる

ご意見を踏まえ、規定を修正いたします。

 

別 紙
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No ご意見 当協会の考え方 
投資対象とする投資法人」を「有価証券

及び不動産以外の資産を主たる投資対

象とする投資法人（以下「証券投資法人

等以外の投資法人」という。以下本条に

おいて同じ。）」に修正する。 
投資信託等の運用に関する規則（第 12条第 2項） 

7 

「当該投資信託財産」を「当該投資信

託証券に係る投資信託財産」に修正す

る。 

当該規定は、投資信託財産が組入れる投

資信託証券の組入比率を制限するための規

定であり、「当該投資信託証券に係る投資信

託財産」とする修正は適当でないと思われ

ます。 

8 

5%超の保有制限を撤廃すると、FoFs
でないファンドでは上場投資信託

(REIT,ETF）を合計で何％まで組入れる
ことが可能か。主たる投資対象として過

半を組入れなければ良いか。 

投資信託等の運用に関する規則に関する

細則第 3条の 2に掲げる投資信託証券につ
いては組入れ制限の対象外としており、5％
超の組入れが可能であり、上限は特に設け

ておりません。 
投資信託等の運用に関する規則（第 17条） 

9 

第 6行目の「運用を行なってはならな
い。」を「運用の指図を行なってはなら

ない。」に修正する。 

当該規定は、金融商品取引法におけるデ

リバティブ取引等に係る投資制限を協会規

則においても明確にするためのものであ

り、規定の仕方についても金融商品取引法

との平仄をとっております。 
「役職員等が自己の計算で行う株式等の取引」に関する社内規定作成に関する規則 
（Ⅰ．１．（２）対象となる取引） 

10 

ストック・オプション等が社債等には

含まれず、自己取引の対象外であると読

めるが、 
①付与されている権利そのものにつ

いて社債等に含めないと言う意味であ

るならば、将来行使する際に対象取引に

ならないということになるが、行使に際

し時期や価格に全く選択権が無いわけ

ではなく、行使し株を取得する行為が利

益相反・不公正取引の対象とはなり得な

いとは言えないのではないか。 
②「権利の付与（従業員からは権利取

得）」自体は、従業員の立場から言えば

受動的な取得であり、付与される場合は

ストック・オプション等、会社からの報

酬・賞与等として付与されるものについて

は、「対象となる取引」から除外しておりま

す。なお、会社から報酬・賞与等として付

与されるストック・オプション等について

一律に規制することについては慎重な検討

が必要であると思われます。 
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No ご意見 当協会の考え方 
「対象となる取引」に含めないという意

味か。そうであれば、記述は「売買（ス

トック・オプション等、会社から報酬・

賞与等として付与される場合を除く。）

とすべきではないか。 
「役職員等が自己の計算で行う株式等の取引」に関する社内規定作成に関する規則 
（Ⅰ．３．（２）審査・確認①） 

11 

本規則は、承認申請・審査確認・事前

承認（承認を得るためには審査が必要）、

報告・事後確認という手続を要求してい

るが、（例えば、遺産相続により取得す

るもの及びその後の処分を余儀なくさ

れるもの等）との部分の記述によれば、

相続・贈与分について申請に基づいて承

認を行う際は、審査・確認が不要となっ

ている。次の「（３）報告及び事後確認」

には記述が無く、相続・贈与の際にどの

ような手続が要求されているのかが不

明確に思われる。ストック・オプション

と同様に、本人の意志に基づくものでは

ないことから、「１．（２）対象となる取

引」で定めるべきではないか。 

ご指摘の遺産相続により取得するものに

ついては、事前承認を必要とし、その承認

にあたっての審査については不要としてお

りますが、「（３）報告及び事後確認」の手

続きについては必要です。 

「役職員等が自己の計算で行う株式等の取引」に関する社内規定作成に関する規則 
（Ⅰ．４．保有期間の制限） 

12 
ただし書きの括弧内は、「例えば、申

請者又は申請者と生計を一にする親族

が・・・」とすべきではないか。 

ご意見を踏まえ、規定を修正いたします。

 
＊その他ご指摘頂いた箇所について、適宜、字句修正を行っております。貴重なご意見を

頂きありがとうございました。 
 


